
５．情報通信分野



（例）・我が国ICT企業による海外進出（出資）の拡大（成長市場の一層の取込み）が円滑に行われる市場環境を担保。

情報通信分野に係るＴＰＰ協定の概要

①電気通信章

電気通信インフラやサービスに対して、他の締約国の企業に公平なアクセスを確保することや、電気通信市場におけ
る競争促進等について規定。

【主な規定及び成果】

①電気通信インフラ及びサービスに関して、透明性がある合理的な条件及び料金によるアクセスの確保（再販売を禁
止してはならない旨を含む）

②電気通信サービスの免許取得に関しての透明性の向上

③国際移動端末ローミング・サービスに係る競争の促進や透明性の向上等

②外資規制関係（国境を越えるサービスの貿易章、投資章）

サービス貿易及び外国投資における内外無差別等を規定。（ただし、各国はこれらに適合しない自国の措置を留保することができ
る。）

【電気通信分野における主な成果】
他の締約国の留保⇒交渉の結果、改善。
例）ベトナム・・・出資規制を緩和。

（例）・現地でのMVNO（仮想移動体通信事業者）等による通信サービスの提供が円滑に行われる市場環境を担保。
・国際ローミング料金の低廉化に向けた取組を後押し。

ＷＴＯ・日ベトナムＥＰＡ ＴＰＰ

非設備ベース ６５％ 撤廃（協定発効後５年以内）

設備ベース
５０％ （付加価値）

４９％ （基本）
６５％（協定発効後５年以内）

（付加価値については協定発効時に５１％）
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【Ⅱ １ （２）】
②コンテンツ、サービス、技術等の輸出促進

○ ＩＣＴ、放送コンテンツ等のコンテンツの海外展開を図るほか、模倣品・海賊版対策や
知財保護環境向上、協定国への情報発信等にも取り組む。

④インフラシステムの輸出促進

○ 円借款等手続の迅速化や相手国の状況や事業の性格に応じたリスク・マネー供給
拡大、人材育成によるソフト面の協力、トップセールスの実施を通じた案件形成支援等を
進め、我が国企業が強みを有する分野等でのインフラシステムの輸出を加速化する。

【Ⅱ ２ （１）】
①イノベーション、企業間・産業間連携による生産性向上促進

○ 我が国産業構造革新の基盤技術であるIoT、人工知能、ロボット等の分野や、共通
基盤となる先進的な分野における革新的な技術開発等を推進するとともに、必要となる
規制改革に取り組む。
○ 農林水産分野における新技術・新品種の開発を進める。

「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」における記載
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